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　Ⅰ 決算概要　２２年９月期損益（単体）
  

資金利益 ▲９億円
　■ 貸出金・有価証券利回り低下
　■ ４ページ参照

経　費 ＋８億円
　■ 共同化システム移行にともなう減価
　　償却費、時間外勤務料などの増加
　■ 上半期４億円のコストを削減

与信費用 ＋４億円
　■ 上半期実績は１３億円、通期平均
　　実績の３８％と比較的低位
　■ 平均実績（通期・過去５年） ３５億円

有価証券関係損益 ＋１２億円
　■ 債券売却益の増加など損益の改善

税金費用 ＋９億円
　■前年度の減損（有税）有価証券の売却
　　無税化など税負担軽減要因の剥落

● コア業務純益３４億円、経常利益３７億円、当期純利益１７億円と減益
● 利回り低下による資金利益の減少、共同化システム移行要因による経費増加

（億 円）

増　減

1 コア業務粗利益 186 177 ▲ 9

2 業務粗利益 177 183 6

3 資金利益 170 161 ▲ 9

4 役務取引等利益 15 16 1

5 その他業務利益 ▲ 7 6 13

6 うち国債等債券損益…① ▲ 8 6 14

7 経費 134 142 8

8 人件費 63 72 9

9 物件費 63 61 ▲ 2

10 コア業務純益 52 34 ▲ 18

11 一般貸倒引当金繰入額…② 3 ▲ 7 ▲ 10

12 業務純益 40 48 8

13 臨時損益 1 ▲ 11 ▲ 12

14 不良債権処理額…③ 6 21 15

15 株式等関係損益…④ 18 15 ▲ 3

16 経常利益 41 37 ▲ 4

17 特別損益 ▲ 4 ▲ 3 1

18 中間純利益 30 17 ▲ 13

19 有価証券関係損益（①＋④） 9 21 12

20 与信費用（②＋③） 9 13 4

22年9月
実　　績

21年9月
実　　績
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貸出金利回り 預金債券等利回り 預貸金利鞘 総資金利鞘

● コア業務粗利益は資金利益の減少により▲９億円
● 役務取引等利益は好調な投信・保険販売により増加

　Ⅰ 決算概要　コア業務粗利益の状況
  

１８４

３５９

１８６

３６６

１７７

３５１
計 画

（億 円）

■ コア業務粗利益の推移

■ 利回りの推移

▲9

▲1

＋1

▲9

4

6170

161

▲1

▲8

▲9

▲1
0

平 残

利回り 平 残

平 残利回り 利回り

貸出金利息
▲９

有価証券利息
▲５

預金利息
５

その他
０

■ 資金利益 増減要因

21年
9月期

22年
9月期

（％）

２１年９月期比

計 画
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事業先 個人 地公体 貸出金利息収入

● 総貸出末残＋１７１億円（＋１．２％）、１兆４，０００億円台を達成
● 地公体・県外での事業先向け増加、新設住宅着工数の低迷等から個人向け減少
● 貸出金利回り低下から貸出金利息は▲９億円

　Ⅰ 決算概要　貸出金の状況
  

■ 貸出金残高（末残）・利息収入の推移

（億 円）

１２,６１７ １２,５７７
１３,２１１

１３,９２９ １４,１００
＋171

＋183

▲333
(▲70)

＋321
(＋58)

▲9

システム共同化(２２年５月)に
ともない、アパートローン２６３億円を
住宅ローン→ 事業貸出へ計上変更

■ 事業先貸出 県内・県外残高

８,０４５７,９８７＋58

＋90

▲32

※新基準に補正
７，７２４＋２６３

（億 円）

■ 貸出金利回り
（％）

2.10

1.90
1.78

2.26

2.10
2.01

1.70

1.43

1.22
1.00

1.50

2.00

2.50

20年9月期 21年9月期 22年9月期

利回り 県内利回り 県外利回り
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0.59%

0.20%
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▲ 30
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19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期 23年3月期

上半期 下半期 与信費用比率

■ 与信費用＝一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額－貸倒引当金取崩益

■ 与信費用比率＝与信費用÷貸出金平残

● 与信費用は比較的落ち着いた推移
● 県内企業倒産は平成以降、件数で３番目、負債総額で４番目の低水準

　Ⅰ 決算概要　与信費用の状況
  

計 画

計 画

１６

３６
計 画

４９

７６

２５

■ 与信費用の推移

（億 円）
■ 与信費用比率

１８年３月期～２２年３月期平均 ０.２７％

■ 与信費用
　１８年３月期～２２年３月期平均 ３５億円

■ 企業倒産状況 ※ 負債総額１０百万円以上を集計

平成以降、倒産件数３番目、負債総額で４番目の低水準

（件、億円）
19年度 20年度 21年度 22年4～9月

1 秋田県 件　　数 117 121 90 36
2 前年同期比 14.7% 3.4% -25.6% -30.8%
3 負債総額 231 377 148 51
4 前年同期比 0.3% 63.4% -60.8% 16.0%
5 全　国 件　　数 14,091 15,646 15,480 6,555
6 前年同期比 6.4% 11.0% -1.1% -15.3%
7 負債総額 57,279 122,920 69,301 27,674
8 前年同期比 4.1% 114.6% -43.6% 10.6%
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4.57%4.52%
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19年3月末 20年3月末 21年3月末 22年3月末 22年9月末

破産更生債権 危険債権 要管理債権 不良債権比率

● 不良債権残高は回収等により２２年３月末比で３５億円減少
● 不良債権比率は２２年３月末比で▲０．３５ｐｔ

　Ⅰ 決算概要　不良債権の状況
  

■ 金融再生法開示債権の推移

（億 円）

６７２
６４３ ６２７ ６３５

６００
▲35

▲1

▲53

＋19

▲0.35ｐｔ

■不良債権比率
　部分直接償却未実施

＜参 考＞

部分直接償却実施後３.０３％

■ 保全状況

■ 増減内訳（２２年３月期～２２年９月期）

38億円 41億円

→ 要管理債権へ 0 億円 28億円

→ 危険債権へ 28 億円 要管理債権から → 0 億円

→ 破産更生債権等へ 10 億円 危険債権から → 25 億円

与信額増加等 4億円 破産更生債権等から → 3 億円

直接償却等 8億円

増加合計 42億円 減少合計 77億円

ランクアップ

ランクダウン

増　加 減　少（▲）

回収等

債権額
Ａ

保全額
Ｂ

未保全額
(Ａ-Ｂ)

保全率
(Ｂ÷Ａ)

1 破産更生債権等 227億円 227億円 0億円 100.0%

2 危 険 債 権 368億円 299億円 69億円 81.2%

3 要 管 理 債 権 5億円 2億円 3億円 39.9%

4 合 計 600億円 528億円 72億円 87.9%
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● 総預金末残＋８１３億円（３．７％）、２兆２,０００億円台を達成
● 預り資産は投信・生保とも順調に増加

　Ⅰ 決算概要　預金・預り資産の状況
  

■ 預金残高（末残）の推移

２０,５３１ ２０,５５９ ２０,７５１
２１,８０３

２２,６１６
＋813

＋342

＋84

＋387

（億 円）

13,534
13,832

14,282

14,728

15,115
798

764

735

672

725

572

532

572

354

445

563

666

796

809

500

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18年9月末 19年9月末 20年9月末 21年9月末 22年9月末

個人預金 公共債 投資信託 生命保険

１５,１９７

１５,８００

１６,１８１

１６,６６１

１７,１５５

■ 預り資産残高（末残）の推移

（億 円）

＋494

＋130

＋40

▲63

＋387
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当行 県内他行 信金信組 県外他行

25.4%

9.3%
8.7%

56.6%
24.8%

10.5%
10.6%

54.1%

当 行
県 内
他 行

信 金
信 組

県 外
他 行

22年9月末 55.7% 30.2% 9.3% 4.8%

21年9月末 55.2% 30.4% 9.5% 4.9%

当 行
県 内
他 行

信 金
信 組

県 外
他 行

22年9月末 52.4% 33.0% 8.9% 5.7%

21年9月末 51.8% 33.1% 9.2% 5.9%

● 県央、県北、県南の全地域で預金・貸出金トップシェアを維持
● 相対的にシェアの低い県南部にシェアアップの余地 → 重点推進地域に指定

［算出対象：銀行、信用金庫、信用組合］

+0.5

　Ⅰ 決算概要　県内預貸金シェアの状況
  

+0.6

■ 預金シェア ■ 貸出金シェア

38.4%

10.2% 4.2%

47.2%

31.4%

7.3% 5.0%

56.3%

41.3%

11.6% 4.1%

43.0%

当行

26.7%

8.8% 3.3%

61.2%

● 県　内　
　 預　金　３３,７８０億円
　 貸出金　１９,２０５億円

● 県中央　
　 預　金　１５,３５１億円
　 貸出金　１１,０２８億円

● 県　北　
　 預　金　　７,６８７億円
　 貸出金　　３,０５６億円

● 県　南　
　 預　金　１０,７４２億円
　 貸出金　　５,１２１億円

当行

当行

当行

当行

当行

■ 県内預貸金残高
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　○ 変動利付国債については「金融資産の時価の算定に関する

　　実務上の取扱い」に基づく合理的に算定された価格で評価

● 債券のデュレーション長期化（２２年３月期 ３．５５年→２２年９月期 ３．８０年）

● 投信解約益など２２年３月期増加要因の剥落もあり、利回りは０．１２ｐｔ低下
● 有価証券評価損益は＋５１億円、２５５億円

　Ⅰ 決算概要　有価証券の状況
  

（億 円）

22年9月期 増 減

1 利息配当金 60 55 ▲ 5

2 売却・償還益 22 28 6

3 売却・償還損 11 0 ▲ 11

4 減損処理 1 6 5

5 小　計 70 77 7

6 評価損益 204 255 51

21年9月期

2,443 2,453 2,442

2,565

347
340 439

413

383

509
637

714

659

639

2,8071,9361,940 3,3241,858

1,782 1,829

1,582

1,630

1,886

2,622

1.36

1.45

1.35
1.40

1.28

0

2,000

4,000

6,000

8,000

19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期 22年9月期

1.00

1.50

2.00

2.50

国　債 地方債 社債

株式 投信その他 有価証券利回り

▲20

▲30

＋57

▲48

＋517

６,９３９
７,１９９

７,４１７

８,０７４

８,５５０＋476
（億 円）

■ 有価証券残高・利回りの推移
（％）

■ 損益の内訳

（億 円）

評価益 評価損(▲)

1 国　内　債 238 239 1

2 国　　 債 108 108 0

3 （うち変動利付国債） （38） （38） （0）

4 地 方 債 61 61 0

5 社　　 債 68 69 1

6 外　　　債 5 5 0

7 株　　　式 30 66 36

8 投資信託ほか ▲ 18 8 26

9 合　　　計 255 318 63

評価損益

▲0.12ｐｔ

（取得原価ベース）
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（億円、ｐｔ）

22年3月末比

1 自己資本額…① 1,171 1,142 1,171 1,175 4

2 TierⅠ…② 1,103 1,071 1,095 1,107 12

3 TierⅡ 68 71 76 68 ▲ 8

4 一般貸倒引当金 41 45 51 43 ▲ 8

5 再評価差額金45% 27 26 25 25 0

6 負債性資本調達手段等 - - - - -

7 リスクアセット…③ 9,777 10,144 9,871 9,866 ▲ 5

8 信用リスク・アセット 9,127 9,493 9,215 9,214 ▲ 1

9 オペレーショナル・リスク 650 651 656 652 ▲ 4

10 繰延税金資産純額 31 125 21 24 3

11 11.97% 11.26% 11.86% 11.90% 0.04

12 11.28% 10.55% 11.08% 11.21% 0.13

13 コアTierⅠ比率 10.96% 9.32% 10.87% 10.96% 0.09

22年9月末22年3月末

TierⅠ比率(②÷③)

20年3月末 21年3月末

自己資本比率(①÷③)

651

252

53

405

33

145

96

72

バ・可能 実績

■ 国内基準
・ 信用リスク･アセットの算出・・・標準的手法
・ オペレーショナル･リスク相当額の算出・・・粗利益配分手法

リスク実績
（22年9月期）

配
賦
可
能
資
本

バ
ッ
フ
ァ
ー

ＴｉｅｒⅠ １,０９５（２２年３月末）

要管理先以下の未引当額の
実損への備え

自己資本比率４％クリア水準

信用リスク

金利リスク

株価リスク

未利用資本

（億円）

39

オペリスク

その他リスク

■ 自己資本は普通株のみで構成

優先出資証券･優先株による調達なし

バッファー・
配賦可能額

● 自己資本比率１１．９０％、ＴｉｅｒⅠ比率１１．２１％、コアＴｉｅｒⅠ
　比率１０．９６％と十分な水準を維持

■ コアＴｉｅｒⅠ比率＝（ＴｉｅｒⅠ－繰延税金資産純額）÷リスク･アセット
○ ９９パーセントタイル基準
　　２０年９月末からコア預金に 内部モデルを導入

　Ⅰ 決算概要　自己資本（単体）・資本配賦の状況
  

■ 自己資本・ＴｉｅｒⅠ・コアＴｉｅｒⅠ比率の推移 ■ 資本配賦状況（２２年９月末）

■ アウトライヤー比率（２２年９月末）

金利リスク量 ｱｳﾄﾗｲﾔｰ比率

２２３億円 １９.００%
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　Ⅱ　経　営　戦　略　　Ⅱ　経　営　戦　略　
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● 厳しい状況ながら、緩やかに持ち直し

　Ⅱ 経営戦略　秋田県経済の概況・成長戦略
  

秋田県経済の概況

秋田県による成長戦略

元気Ａ「新たな戦略産業の創出」

■ 新エネルギー関連産業の創出
■ 次世代自動車・航空機産業への参入
■ 環境・リサイクル産業の拠点化
■ 環日本海の経済交流の拡大 等

元気Ｂ「食・農・観を丸ごと売出し」

■ 農商工観連携ビジネスの創出
■ ブランド品目の産地づくり
■ 多彩な観光創造 等

自然エネルギー自給力
国内３位

環日本海圏域における
地理的優位性

食料自給率
国内２位

自然、産業遺産など
多様な観光資源

元気Ｃ「県民一丸の脱少子化」

■ 官民の協働体制づくり
■ 結婚支援
■ 育児を支援する企業の後押し 等

元気Ｄ「高齢社会への対応」

■ 医療提供体制の充実
■ 地域活力の再生・強化支援
■ 高齢者ビジネスの企業支援 等

秋田県の
可能性

当行の積極的な関与・推進
■ 地域振興に向けた態勢整備　■ 成長支援ファンド 等

２２年１-３月期 ２２年７-９月期

個人 消費 一部に明るさ、弱い動き 持ち直しの動き  節約志向により一部弱含みも、猛暑・政策効果などから持ち直し

住宅 建設 前年を下回る 持ち直しの兆し  低水準ながら新設住宅着工戸数が増加

設備 投資 減少の見込み 減少の見込み  減少見込み幅は縮小もプラス転換に至らず

生産 活動 持ち直し 概ね横ばい  主力の電子部品は増勢が鈍化、輸送機械は堅調推移もやや弱含み

雇用 情勢 緩やかな持ち直しの動き 緩やかな持ち直しの動き  有効求人倍率は緩やかに持ち直し、新規求人数は前年比増加基調
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　Ⅱ 経営戦略　中期経営計画（２２年４月～２５年３月）

あきぎんＥｖｏｌｕｔｉｏｎ＜２ｎｄ Ｓｔａｇｅ＞
～進化の具現、輝きと存在感のある銀行への到達

② 組織の強化
■ お客様保護などの一層の強化
■ 戦略遂行能力の強化

③ 地域発展への貢献
■ 地域･社会貢献の積極展開
■ 地域と当行の持続的な発展

総 預 金 残 高

うち個人預金残高

総 貸 出 残 高

コ ア 業 務 純 益

当 期 純 利 益

Ｔ ｉ ｅ ｒⅠ比 率

Ｏ Ｈ Ｒ

不 良 債 権 比 率

２兆１,９８９億円

１兆５,０５１億円

１兆３,７６７億円

９７億円

３６億円

１１．０８％

７３．３４％

４．５７％

２兆３,０８８億円

１兆６,２１０億円

１兆４,００１億円

１１５億円 以上

４０億円 以上

１１％ 以上

３％ 台

６０％ 台

２５年３月期（目 標）

経 営 目 標

ボ
リ
ュ
ー
ム

利

益

経

営

指

標

☞ コア業粗ベース

1

2

3

4

5

6

7

8

☞ ２４年度予測
　　１１．２４％

  

① 収益の増強
■ 強固な収益基盤の確立
■ 健全な財務体質の維持･発展

基 本 戦 略

２２年３月期（実 績）
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（億 円）

増　減

1 コア業務粗利益 366 351 ▲ 15

2 業務粗利益 364 364 0

3 資金利益 333 321 ▲ 12

4 役務取引等利益 30 29 ▲ 1

5 その他業務利益 1 13 12

6 うち国債等債券損益…① ▲ 1 12 13

7 経費 268 279 11

8 人件費 134 141 7

9 物件費 121 123 2

10 コストカット - ▲ 5 ▲ 5

11 コア業務純益 97 72 ▲ 25

12 一般貸倒引当金繰入額…② 5 ▲ 3 ▲ 8

13 業務純益 90 89 ▲ 1

14 臨時損益 ▲ 38 ▲ 33 5

15 不良債権処理額…③ 43 40 ▲ 3

16 株式等関係損益…④ 19 15 ▲ 4

17 経常利益 51 56 5

18 特別損益 ▲ 4 ▲ 6 ▲ 2

19 当期純利益 36 24 ▲ 12

20 有価証券関係損益（①＋④） 17 27 10

21 与信費用（②＋③） 49 36 ▲ 13

23年3月期
計　　画

22年3月期
実　　績

　Ⅱ 経営戦略　収益計画・単体（２３年３月期）
  

資金利益 ▲１２億円
　■ 貸出金・有価証券利回り低下

経　費 ＋１１億円
　■ 共同化システム移行にともなう時間外
　　勤務料の増加、子会社の本体吸収に
　　よる人員増加
　■ 共同化システム移行にともなう減価
　　償却費等の増加とコストカット５億円

与信費用 ▲１３億円
　■ 上半期実績は１３億円と比較的低位
　■ 政策効果の希薄化など増加の可能性
　　を考慮(下半期２３億円)も、総体は減少

● コア業務純益７２億円、経常利益５６億円、当期純利益２４億円と減益見込み
● 下半期は与信費用・有価証券関係損益を保守的に計画、通期業績予想は据置き

有価証券関係損益 ＋１０億円
　■ 国債等債券損益の改善
　■上半期損益実績２１億円、下半期は
　　６億円程度の見通し

税金費用 ＋１５億円
　■ 減損（有税）有価証券の売却無税化　
　　など前年度税負担軽減要因の剥落
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　Ⅱ 経営戦略　収益計画進捗状況

● ２３年３月期の当期純利益は、計画どおりの水準を確保する見通し
● 中期経営計画の最終年度・２５年３月期の収益計画達成に向けた戦略を遂行

〈参　考〉 （億 円）

22年9月期

実　　績 前年度比 前年度比 23/3期比

1 業務粗利益 364 183 364 361 ▲ 3 369 8 5 1

2 資金利益 333 161 321 326 5 332 6 11 2

3 役務取引等利益 30 16 29 31 2 32 1 3 3

4 経費 268 142 279 259 ▲ 20 252 ▲ 7 ▲ 27 4

5 人件費 134 72 141 132 ▲ 9 130 ▲ 2 ▲ 11 5

6 物件費 121 61 123 115 ▲ 8 110 ▲ 5 ▲ 13 6

7 コア業務純益 97 34 72 100 28 115 15 43 7

8 臨時損益 ▲ 38 ▲ 11 ▲ 33 ▲ 45 ▲ 12 ▲ 40 5 ▲ 7 8

9 不良債権処理額 43 21 40 39 ▲ 1 36 ▲ 3 ▲ 4 9

10 株式等関係損益 19 15 15 0 ▲ 15 0 0 ▲ 15 10

11 当期純利益 36 17 24 31 7 40 9 16 11

12 有価証券関連損益 17 21 27 1 ▲ 26 1 0 ▲ 26 12
13 与信関連費用 49 13 36 38 2 38 0 2 13

24年3月期
計　　画

25年3月期
計　　画

23年3月期
計　　画

22年3月期
実　　績
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●

●
●

●● ●

●

●
●

●
●

●
●

●

●

●

● 開拓余地のある県南部および県外を重点推進地域に指定、地域に応じた目標設定
● システム共同化により一時凍結していた店舗戦略の再開、戦略商品の投入

事業貸出・個人ローン残高　＋５４５億円（２２年３月比 ＋６．０％）

＜仙台地区の強化＞
■ 仙台南支店
　　22年9月新築移転
■ 渉外増員　３名

＜郡山地区の強化＞
■ 郡山南支店
　　20年11月新築移転・
　支店昇格

　Ⅱ 経営戦略　貸出推進態勢の強化
  

中期経営計画期間の増加目標

『あきぎん成長支援ファンド』

県　内＋２５０億円 県　外＋２９５億円

●

＜ローコスト化＞
■ 釧路支店
　　23年１月廃止
■ 人員は戦略的に再配置

＜札幌地区の強化＞
■ 札幌支店
　　25年3月共同ビル新築

■ 二ツ井支店
　　22年11月新築移転

商

品

戦

略

店

舗

戦

略

このほか、県内８か店について
統廃合、機能見直しなどを予定

事業性ローン『フロンティア』

■ 県 内　２２年８月 取扱開始 ■ 県 外　２０年６月 取扱開始
　　　　　２２年４月 商品内容改正

■ 県内外共通　取扱金額３００億円　２２年９月 取扱開始

融資条件に関する営業店長権限を拡大、
新規開拓・他行借換などにおいてスピーディな対応を実現

日銀「成長基盤強化を支援するための資金供給」制度を活用

■ 県南部
　　個人ローンセンター
　新設検討
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● 商流拡大に向けた取組み、成長期待産業の育成、課題解決・業績向上支援による
　地域経済の振興および当行収益の拡大

　Ⅱ 経営戦略　法人戦略～地域振興、マーケットの創出
  

● 地域産業の育成・活性化による
　地域の持続的な成長の促進
■ 農業などの基幹産業および関連産業
　の商流拡大
■ 医療・介護など成長期待産業の振興
■ 地域おこしへの関与　等

● ソリューション営業による課題
　解決・業績向上支援
■ 「提案力強化運動」の展開による
　個別企業支援　等

● 東京ビジネスサポートセンター
　　２２年７月設置

■ 首都圏で営業活動を展開する秋田県
　企業の支援
■ 当行、秋田県、あきた企業活性化
　センター間で連携・協力協定締結
■ 首都圏企業に関する情報収集・提供
■ 秋田県企業と首都圏企業の情報交流
■ ビジネスマッチング　等

● 海外への販路拡大支援、地域
　産業の国際化
■ 海外取引に関する情報提供、
　コンサルティング
■ 海外ビジネスマッチング支援、
　海外商談会の企画・運営
■ 輸出入取引の決済事務など貿易
　取引サービスの提供　等

海外ビジネス

サポート室

地域活力

開発室

行政との連携

＜協　力＞
■ 県の成長戦略
　との相乗効果

２２年６月設置 ２２年６月設置

取引先との連携

営業店

＜連携協定＞
■ あきた企業活性化センター
　販路拡大アドバイザーが勤務
■ アドバイザー保有の首都圏
　企業７５０社（販路）リスト活用

＜組織化＞
■ 全行統一型顧客組織
　「あきぎんＢｉｓｃｏｍ」

＜接点拡大＞
■ 渉外１人あたり訪問件数
　２１年３月　　８．２件/日
　２２年９月　１１．０件/日
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先　数 債権額（累計） 先　数 債権額

967先 557億円 375先 93億円

２２年９月末
貸出条件変更 うち経営改善計画未策定の

要注意先

● 取引先の経営改善支援は従来から注力
● 金融円滑化法の施行による貸出条件変更先の増加に対応するため支援態勢を強化

　Ⅱ 経営戦略　法人戦略～経営改善支援態勢
  

経営改善支援の取組状況

6.5 8.1 6.4 5.5

21

23

28
27

15

20

25

30

19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期

0.0

3.0

6.0

9.0

開示債権圧縮額 ランクアップ先数

■ 貸出資産健全化運動実績　※運動対象先のみ

（先） （億 円）

● 企業経営支援室

■ 緊急度・重要度の高い企業の経営改善支援
■ 「貸出資産健全化運動」の推進管理・指導
■ 不良債権削減に向けた各種再生手法の活用
■ 中小企業再生支援協議会案件の統括・管理指導

● 貸出資産健全化運動

■ 前身の「債務者区分ランクアップ運動」等を発展的に
　統合し、１９年３月期から開始
■ 企業経営支援室担当先以外の取引先の経営改善・
　ランクアップ運動
■ ２３年３月期からは、「経営改善計画策定支援」を推進　
　項目に追加、企業経営支援室を増員

金融円滑化法の対応状況

■ 企業経営支援室および営業店が通常の
　与信管理に加え、「貸出資産健全化運動」
　などを通じて支援
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13,825
13,909

15,051 15,115

15,430

14,249

11,487
11,648

11,000

12,500

14,000

15,500

22年3月末 22年9月末 23年3月末

個人預金 うち県内 郵貯（県内）

● 生涯取引につながる個人預金の増強
● 高い利便性、取引メリットの提供による他行差別化

　Ⅱ 経営戦略　個人戦略～個人預金の獲得強化
  

個人預金の獲得強化

● ＡＴＭの充実、高い利便性

（億 円）

■ 個人預金残高計画

計 画

計 画

■ ネットワーク拡充
　　自行・提携ＡＴＭ 県内最多約６７０か所、全国約３３，０００台
　　県内コンビニ店舗への共同型ＡＴＭ設置拡大（２２年１１月）
■ 営業時間延長
　　ＡＴＭコーナー県内４０か所で営業時間延長（２２年１２月）
■ 取扱時間延長
　　ＡＴＭでの入金取引等の取扱時間の延長（２２年１２月）

● 会員制ポイントサービス「とくだね倶楽部」
■ 地元金融機関では唯一のポイントサービス
■ 取引内容をポイント換算、ポイントに応じ特典を追加
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113
170

131
125

157
145

0

200

400

600

22年3月期 23年3月期

投信販売額 生保販売額 外貨預金販売額

● 短期的なマーケットの動向に左右されないコンサルティング能力の強化
● 商品ラインアップ、チャネルの拡充

　Ⅱ 経営戦略　個人戦略～預り資産の営業強化
  

預り資産の販売力強化

● 個人預り資産推進室

■ 投資信託、生命保険、損害保険、金融商品
　仲介の推進
■ 本部ＦＣ（ファイナンシャル・コンサルタント）
　による営業店支援
■ 本部ＦＣ活動状況（２２年４月～９月）

■ ２２年４～９月 投資信託販売額 『東北地銀首位』

４０１

商品ラインアップ等の拡充

４４０

（億 円）

１＄＝８３．８２円換算

● 保険業務の拡大

■ 経営者保険の取扱開始（２２年１０月）
■ ライフコンサルティングサービスの取扱店
　拡大（２２年１０月）
■ 医療保険の全店取扱い（予定）

■ 東北地銀 投資信託販売実績
２２年３月期 ２２年４～９月

■ 預り資産販売計画

営業店数 日　数 対象人数 回　数 参加人数

42か店 107日 160名 13回 146名

個別指導 勉強会

（百万円）

販売額
1 ａ 行 21,670
2 ｂ 行 20,666
3 ｃ 行 18,835
4 当 行 11,269
5 ｄ 行 9,315
6 ｅ 行 9,217
7 ｆ 行 7,476
8 ｇ 行 4,408
9 ｈ 行 3,559

10 ⅰ 行 2,823

（百万円）

販売額
当 行 7,266 1
Ａ 行 7,037 2
Ｂ 行 6,526 3
Ｃ 行 5,645 4
Ｄ 行 6,195 5
Ｅ 行 4,557 6
Ｆ 行 4,077 7
Ｇ 行 3,492 8
Ｈ 行 2,289 9
Ｉ 行 2,171 10
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3,120

2,822 2,846

190

185 177

2,000

2,500

3,000

3,500

22年3月期 22年9月期 23年3月期

住宅ローン 無担保ローン

● 個人ローンチャネル、商品、営業店長権限を拡充
● 改善の兆しがみられる新設住宅資金のほか、他金融機関からの借換えを強力推進

　Ⅱ 経営戦略　個人戦略～個人ローンの営業強化
  

住 宅 ロ ー ン

● 個人ローンセンターの拡大

■ 営業時間の延長 （２２年８月）
　　本店に続いて大曲・大館についても平日１７時を
　１９時まで延長、休業としていた土曜営業を開始

■ 個人ローンセンターの新設
　　貸出金の重点推進地域・県南部への新設検討

●

●

●

大館個人ローンセンター

本店個人ローンセンター

大曲個人ローンセンター
■ 県南部
　　新設検討

● 新規・借換の強化
■ 営業店長権限の拡大 （２２年６月）
　　金利等の融資条件について営業店長権限を拡大、
　柔軟かつスピーディーな対応を実現

■ 個人ローン残高計画

■ 個人ローンセンターの状況

■ 営業時間延長

３,３１０
（億 円）

システム共同化(２２年５月)にともない、アパートローン
２６３億円を住宅ローン → 事業貸出へ計上変更

▲２９８
（▲３５）

＋２４

無担保ローン

● 新たなニーズの取込み
■ リフォームローン特別金利の適用（２２年１１月）
　　住宅エコポイントの延長、市町村による助成などを
　背景とするリフォーム需要の増加に対応
■ 〈あきぎん〉モビットネクスト（２２年１１月）
　　段階金利を新たに設定、ロー・ミドルリスク層をカバー

３,００７ ３,０２３

平日 … 延長 土曜 … 開始 日曜
営業時間

（共　通）
9時～19時 10時～16時 10時～16時
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22年3月期 23年3月期 24年3月期 25年3月期

44

46

48

50

52

54

関連手数料 稼働率

● 高稼働率の維持、利用額増加への取組強化による収益拡大
● 当行、関連会社合計１８万会員、地域内のプレゼンスを活用した取引先との連携

　Ⅱ 経営戦略　個人戦略～クレジットカードの営業強化
  

会員数８．６万人
稼働率４９％

会員数１１万人
稼働率５２％

（億 円）
（％）

  

県内企業

Only One会員

● 売上増加

● 広告宣伝

● キャンペーン特典

● ポイント獲得

● 地域活性化

● クレジット
　手数料増加

■ クレジット手数料増加計画

■ 取引先企業とのタイアップキャンペーン

収 益 増 加

● ショッピング手数料の増加
■ 公共料金など月払代金のクレジット決済推進
　　増加件数　２２年３月期　２万件
　　　　　　　　　２２年９月期　６千件
　　決済種類（電気・電話・水道・ガス・ＮＨＫ）の
　複数可による１人あたり利用額増加
■ 日常利用の促進
　　県内企業とのタイアップキャンペーン継続、
　　当行・県内企業・クレジット会員３者にメリット　
　　･･･日用品のクレジット利用促進、取引先企業
　　　との連携強化

● ファイナンス残高の増加
■ ＤＭ等による利用促進の継続

● グループ収益の極大化
■ グループ内クレジット業務の効率化
　　関連会社との業務の重複など非効率の是正、
　コスト削減に向けた取組強化

クレジット会員数（２２年９月） 18.3 万会員
当　　行 9.2 万会員
関連会社（２社合計） 9.1 万会員
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●
●

●●●
●

●●
● ●

●●●●

●

● 人員１００名創出（再配置５０名＋削減５０名）
● 創出人員は、貸出金の重点推進地域（県南部、県外）へ順次再配置

　Ⅱ 経営戦略　戦略遂行能力の強化～経営資源の再配分
  

目　的 目　標 内　訳

人員再配置
再 配 置 ･･･ ５０名
人員削減 ･･･ ５０名

創出人員数　１００名
　　・・・　システム共同化要員　３０名（２２年１０月現在　２８名再配置済み）
　　・・・　店舗運営のローコスト化　４０名（２３年１月　釧路支店廃止１１名　等）
　　・・・　本部ＢＰＲ　３０名
　　・・・　営業店ＢＰＲ・基準人員見直し

■ 業務内容、作業レベルの見直しによる業務量削減

■ 営業店別ＯＨＲ、システム共同化後の事務量・業務実態等に基づく営業店基準人員の見直し　

■ 営業店業務の削減
　 　【事務集中部門】　・・・　事務集中部門と営業店との業務分担の見直し、集中対象業務の拡充
　 　【営業店】　・・・　個別業務プロセスの改善
■ 事務集中部門の生産性向上
　 業務プロセスの簡素化、多能化、業務平準化

本　部
創出人員
３０名

営業店
・

集中部門

■ 県南部
　　横手市、由利本荘市などの県南部
■ 県外
　　仙台地区を中心とする県外 ●

●

■ 貸出金＋５４５億円に向けた重点推進地域の渉外増員

■ 新個人ローンセンター、預り資産推進など戦略業務への投入
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23年3月期 24年3月期 25年3月期
人件費 物件費 税金 OHR（コア業粗ベース）
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23年3月期 25年3月期

141

130

▲3

▲1

▲7

110

120

130

140

23年3月期 25年3月期

● ＯＨＲ（コア業務粗利益ベース）６０％台の達成　

　Ⅱ 経営戦略　コスト削減計画
  

■ コスト削減計画

（億 円）

２７９

■ コストカット　▲４億円
（コンサル導入による取組強化）

■ システム共同化　▲７億円
（移行一時費用、ランニング、償却）

■ 店舗運営ローコスト化　▲２億円
（統廃合、機能見直し）

物件費１１０億円の実現

▲１３

■ 物件費削減計画
（億 円）

■ 人件費削減計画
（億 円）

■ システム共同化　▲７億円
（時間外勤務料、臨時雇料 等）

■ 人員削減　▲１億円
（～２４年３月期 平均人員▲２０名）

人件費１３０億円の実現

▲１１

２５２

■ 賞与 等　▲３億円

２５９

▲２７
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18年3月期 19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期
23年3月期
（予 想）

1 年間配当額 5円50銭 6円00銭 6円00銭 6円00銭 7円00銭 6円00銭

2 中間配当金 2円50銭 3円00銭 3円00銭 3円00銭 3円00銭 3円00銭

3 期末配当金 3円00銭 3円00銭 3円00銭 3円00銭 4円00銭 3円00銭

株主還元の推移

１株あたり配当額の推移

● 基本方針
　 ・ 安定配当の維持
　 ・ 自己株取得･消却を検討しながら、高い株主還元率の維持を目指す

　Ⅱ 経営戦略　株主還元
  

■ １３０周年記念配当
　　１円００銭

（百万円、％）

２０年度除く

1 当期純利益(連結)…Ａ 4,776 4,952 3,514 ▲ 2,102 3,513 2,930 4,189

2 年間配当額…Ｂ 1,083 1,172 1,160 1,159 1,352 1,185 1,192

3 配当性向…Ｂ÷Ａ 22.6% 23.6% 33.0% - 38.4% - 28.4%

4 自己株買付…Ｃ 659 - 1,120 - - 355 445

5 株主還元率…(Ｂ＋Ｃ)÷Ａ 36.4% 23.6% 64.8% - 38.4% - 39.1%

２１年度 平　均１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度
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　本資料には、将来の業績にかかわる記述が含まれております。

　こうした記述は、その内容を保証するものではなく、リスクや

不確実性を内包するものです。

　将来の業績は、経営環境の変化等などにより現時点での計画と

異なる可能性があることにご留意ください。

≪本資料に関するご照会先≫

　株式会社秋田銀行 経営企画部 企画チーム

　　TEL：018-863-1212

　　http：//www.akita-bank.co.jp

　Ⅱ 経営戦略　本資料について
  


